
書式第 12号 (法第 28条関係 )

平成 31年度 事 業 報 告 書

1 事業の成果

職業紹介・派遣事業所を介して就業する配ぜん人労働者の地位・社会的認知の向上や雇用機会の拡

充のための活動を行った。

派遣法改正に伴い兼業で行う派遣事業の適切な事業運営と、改正に関わる民営職業紹介事業のあり

方等について各事業者が正しく理解できるよう研修会を開催した。

職業紹介事業者職種別団体と協賛し紹介事業に関する情報収集を行い、行政へ情報発信・意見具申

を行った。

料飲関係団体と今後の料飲業界の方向性やあり方、顧客ニーズに答える料飲サービスのあり方など

について情報交換を行った。

協会 HP・ 機関紙・資料の配布等により職業紹介システムの啓蒙や、会員・非会員・求人者への法令

改正等の周知活動を行った。

会議資料の電子化・広報方法を電子化しIT導入の事業運営を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【 847 】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

民営職業紹介
事業・労働者
派遣事業、特
に配ぜん人紹
介事業で就労
す る労働者 の
地位 向上お よ
び社会的認知
向上の為の活
動事業

配ぜん人労働者の地位・社
会的認知・雇用機会の向上
等を目的 とした研修及び
派遣法改正・職業紹介事業
の適切な事業運営に関す
る研修会開催

6月 5日

1月 29日

浜松町

東京會舘

浜松町

東京會舘

10

10

協会役員

協会役員

職業紹介
事業者
19名

職業紹介
事業者
23名

80

民営職業紹介
事業・ 労働者
派遣事業、特
に配ぜ ん人紹
介事業 に関す
る調査・研修
お よび啓蒙事
業

‖哉業紹介事業者職種別団
体 と共に紹介事業に関す
る情報収集を行い、行政ヘ
の情報配信・意見具申を行
つ。

飲業界関係の各団体 との
配ぜん人の就業に関する
情報交換や意見交換会に
参加

5・ 6・ 7・ 9・

10 ・ 11・

12・ 1・ 2・ 3

月

各所 10 協会役員

料飲業界
団体・求
人者・紹
介 事 業
者・配ぜ
ん人・業
界関係・
会員事業
所

218

同上

会員及び行政・関係団体等
相互が連携 して活動す る
ための情報交換 と親睦の
ための情報交換会開催

6月 5日

1月 29日

浜松町

東京會舘

浜松町

東京含舘

10

10

協会役員

協会役員

35名

31名

337

同 上

厚 生労働 省 との職業 紹
介・派遣事業に関する適切
な事業運営等について懇
談・意見交換を行 う。

7

月

月

8

12

月

3 月

厚生労働

省

6回

9 協会役員

厚生労働
省 .

当協会会
長・副会
長・理事

3

46

位趣鐘塾星ユ五生_全匡L菫二lL壁」∠丞上L2」∠2並脇全



同上

東京 労働 局 との職 業紹
介・派遣事業に関する適切
な事業運営等について懇
談・意見交換を行 う。

4月 ・10

月・

11月

東京労働

局

3回

9 協会役員

東京労働
局担当係
官
当協会会
長・副会
長・理事

10

42

同上
(公社)民紹協による、職業
紹介事業の発展。広報に関
する事業に参加

5・ 6・ 9・

11・ 12・ 1・

3月

(公社 )

民紹協

10回

10 協会役員
当協会担
当理事
5名

25

同上
協会情報 。法改正通知・機
関紙 AHANEWSを 発行 年間

協会

事務局
10

会員及び

非会員・

関係団体

へ送付

延ベ

150所 99

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成31年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

特定非営利活動法人 全国ホテル&レス トラン人材協会

小計・ 合計

饉 常 収 益

正会員受取会費
賛助会員受取会費

3,180,000
63.0001

2 受取書1附金
受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益 事務手数料収入
事業収益 事務手数料収入

196,820
30,000

受取利息

: 収 : 3.469.329
経

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

36,436
0

0

0

1.360

137.700

137.796

消耗品費
水道光熟費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
懇親会費
諸会費
支払手数料
事務費
広告宣伝費
HP管理費
業務論負費用
荷造包装費
外注費
慶弔費
雑費

7,253
30,000

54,173
0

60,000

0

275.252

18,000
19,368

1.086,689

48,400
317,608

11,880
13,814
55.250

50,000
2,684

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2.4●6.171

B

薔  : 2.543.967
B ・ ・ ( 925 862A

過年度損益修正益

C

災害損失

当 期 経 : ξ 外 増 減 額 【0】 ―

925.3曖

-253.425
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

生産L差豊]l�]L逃込__全匡L菫二22生L必=L二≧込』」島金

2
1

3)

現金預金
未収金

棚卸資産
立替金

1,549,387
0

0

94,150

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 ①+② 1.643.537産 合 計

の

1

B-1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金
長期受入預託金

|

|

89,100
87,000

176.100

:“o,om
976.1(X)

B-2

正 味

正 の

正

当 産

-258,425

925,862
667.431

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 1,643.537

日

■



式 16 (法 28

重要な会計方針

計算書類の作成は、中小企業の会計に関する指針によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消 費税等の会計処理

該当なし

|」 損益の状況

平成31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

2

円

科 目
配ぜん人労働者の地

位・社会的認知向上

に関する事業

配せん人紹介事業に

関する調査・研究・

啓蒙事業 事業 事業
事業部門計 管理部門 合計

3,439,820

30,009

3,439,820

ｎ
）

ｎ
）

3,469,8293,469,829

360,800
1,098,569

30,000
67,987

60,000
19,368

7,253
52,684

1,696,661 1,696,661

79,780

136,436

317,608
43,400
1,360

18,000
250,722

136,436
317,608

43,400
1,360

18,000
330,502

79,780 767,526 847,306 847,306
79,780 767,526 847,306 1,696,661 2 543 967

925,862-79,780 -767,526 -847,306 1,773,168

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

事務請負費用
水道光熱費
通信運搬費
旅費交通費
支払手数料
消耗品費
その他経費
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
HP管理費
広告宣伝費
印刷製本費
諸会費
研修会・交流会費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法
該当なし

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

生五コ仁菖型生墜襲法2ゝ∠塁ユ杢テル&ヒスト2∠左墜協会



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は667,437円 ですが、そのうち800,000円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は0円 です。

円

5.固 定資産の増減内訳

(単 円)

6.イ昔入金の増減内訳
:円 )

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(単位 :円 )

科 目
計算書類に

計上された

金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費 と管理費の按分方法

実際の額に準ずる

その他の事業に係 る資産の状況

該当なし

７
，

Ｒ

）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

800,000 800,000長期借入金

合計

役員融資借入金の為返済義務あり

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

■
―

一言
ロ

〈
口



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成31年度 財産目録

事 業 報 告 用

生宣狙奎�重壁込_全匡述二4建
=22生

上2■∠人塑:協会

35 76431

現金預金
手元現金
三井住友銀行 下北沢支店 普通預金
立替金

7,448
1,541,939

94,150

未収金
OO事業未収金
▲▲事業未収金

卸資産
販売用寄附物品

塵塵全壼 ① _ 1.643.537
星量董

什器備品
パソコン

(1)有形固定難
車両運搬具

事業用車両

0

(2)撃形日簿資産
ソフトウェア

オペレーションシステム
文書編集ソフト

0

借地権
○○市事業所

〈3)薇責その他の資壼
敷金

OO市事業所

長期貸付金
OO銀行

2

E*lt . ' ,0
【A】 資 産 合 計 ①+② 1.643.537

負 債 の 部

89,100

000

未払金
4月 分事務請負料金

預り
f暮1謄曇驚1 4月分 0

84,000

89 100

176_1てD:創曜 識 |^1.■ ‐C)・ _

1退職給付引当金

800,000

職 員

800 000

長期借入金
長期借入金

-1

976,1【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 667,437

■■■■■■

■■■■■■
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書式第 18号 (法第 28条関係)

平成31年度年間役員名簿 J泄驚踏だぢF鼈騒Iξ∫篭配留g∬∫躍」哲
所並

1 確認事項 (法第 20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)

1
・監事

オオノリュウジ

大野 隆

平成 31年

令和 1年

4月  1日

6月 14日

年

年

月

月

日

日

2 監 事理 事
イシイ マコト

石井 誠

平成 31年

令和 1年

4月  1日

6月 14日

年

年

月

月

日

日

3
・監事

スズキタカアキ
~1

鈴木 隆明

平成 31年

令和 1年

4月  1日

6月 14日

年  月  日

年 月 日

4
・監事

タケヤマ

リュウイチ

武山 龍

平成 31年

令和 1年

4月  1日

6月 14日

年

年

月

月

日

日

5 ・監事理 事

ワタナベタモ

渡辺  保

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年

年

月   日

月 日

6 監 事

シブャ ケ ン

澁 谷 健

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日

7
・監事

7{ tt2 タク
~~… ……¬

拓杉原

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日

8
イシカワヒロエ

博衛
 1

石 川

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日

9

シノハラ

タカヒデ

篠原 孝秀

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年

10 ・監事

ニカイ ドウ
アキラ

三階堂 顕

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年   月   日

事 業 報 告 用

△
ム
一

協
一

材
一

人
一

′

一

、
〓

ラ
一

に
Ｌ

ス
一

ノ
一

―
コ

＆

一

レ

一

ノ

一

一７
一

Ｌ
卜
一

一′
¨

国
一

全
一

人
一

法
一

動
一

舌
一

ド

一

和

一
営
一

』
卜
一

ヨ
ブ
一

定
一

特
一

⌒

健壁ジ
・監事

/´｀
ヽ

c雪ナ監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

住 所 又 は 居 所
氏    名

前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

11 CI)監事
フチガ ミ

ジュンヤ

淵上 順也

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年 月 日

12
オオノ ヒデ ト

大野 秀人

令和 1年

令和 2年

6月 15日

3月 31日

年  月  日

午  月  日

13

ヒロセ ユウジ

廣瀬 裕

令和 1年 6月 15日

3月 31日令和 2年

年

年

月

月

日

日

14 理事〇
セガワ マサエ

瀬川 雅恵

平成 31年

令和 2年

4月  1日

3月 31日

午

年

月   日

月 日

―
|

~

⌒

(讐ヲ・監事

⌒

(管ヲ・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

人  全 ホテル&レスト ン人

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 渡 辺  保

2 澁 谷   健

3 杉 原   拓

4 石 り|1 博 衛

5 篠 原 孝 秀

6 二 階 堂 顕

7 淵 上 順 也

8 大 野 秀 人

9 廣 瀬 裕 二

10 瀬 り|1 雅 恵

11

12


